
一般県道 砂原四方寄線（池上工区）外１工区環境影響評価 

事業実施後調査等業務委託 特記仕様書 

 

第１条（総則） 

本特記仕様書は、「一般県道 砂原四方寄線（池上工区）外１工区環境影響評価事業実施後調査

等業務委託」（以下「本業務」という。）に適用する。 

なお、本業務の履行にあたっては、本特記仕様書によるほか、地質・土質調査業務共通仕様書

（熊本市 令和 7 年 10 月）、設計業務等共通仕様書（熊本市 令和 7 年 10 月）（以下「仕様書」

という。）に準拠しなければならない。また、これらに記載していない事項であっても、技術上必

要と認められるものについては、責任を持って充足しなければならない。 

 

第２条（法規遵守） 

受注者は、業務の履行にあたり、下記に示すほか、この業務に関係する法令、規則、通知基準、

指針を違反のなきように遵守しなければならない。 

・環境影響評価法 

・熊本市環境影響評価条例 

・熊本県環境影響評価条例 

・道路環境影響評価の技術手法 

 

第３条（守秘義務） 

受注者は、本業務に関する全ての事項について機密を厳守し、他に漏らしたり、転用したりし

てはならない。 

 

第４条（契約変更） 

本業務における契約数量は、第１１条に記載される数量のとおりとするが、数量に変更が生じ

た場合は協議のうえ契約変更の対象とする。 

 

第５条（疑義） 

 受注者は設計図書に明記されていない事項、または不明事項や疑義等が生じた場合には、速や

かに委託者に協議しなければならない。 

 

第６条（管理技術者等） 

受注者は、本業務の実施にあたっては、技術上の管理を行う管理技術者を定め、業務全般にわ

たって業務管理及び統括を行わなければならない。 

 

第７条（ＴＥＣＲＩＳの登録） 

受託者は、契約時又は完了時において、測量調査設計業務実績サービス（TECRIS）に基づき、受

託・変更・完了・訂正時に業務実績情報として「登録のための確認のお願い」を作成し、調査職

員の確認を受けた上、受託時は契約後、土曜日、日曜日、祝日等を除き１０日以内に、登録内容



の変更時は変更があった日から、土曜日、日曜日、祝日等を除き１０日以内に、完了時は業務完

了後１０日以内に、訂正時は適宜登録機関に登録申請しなければならない。 

また、登録機関発行の「登録内容確認書」が届いた際は、その写しを直ちに調査職員に提出しな

ければならない。なお、変更時と完了時の間が１０日間に満たない場合は、変更時の提出を省略

できるものとする。 

 

第８条（目的） 

一般県道砂原四方寄線整備事業において現在砂原四方寄線の一部供用開始を行っている。当該

周辺地域については、平成 11年度の事業着手前から事業施工中にかけて随時環境調査が実施され

ており、周辺環境への影響を判定・評価している。 

本業務は、令和 7 年度の供用開始を受け周辺環境への影響の有無を把握することを目的とした

環境影響事後調査業務である。 

また、今後整備を進めていく砂原工区の周辺環境への影響の有無を把握することを目的とした 

環境影響実施前調査業務である。 

 

第９条（履行場所） 

本業務の履行場所は以下のとおりである。 

１)路線名：一般県道砂原四方寄線外１路線 

２)履行場所：熊本市西区谷尾崎外地内 

 

第１０条（貸与資料） 

本業務の遂行上必要な資料の収集・調査等は受注者が行うものとするが、発注者が所有する委

託業務に必要と認められる資料は、発注者がこれを貸与する。受注者が資料の貸与を受ける場合

は、そのリストを作成して発注者に提出する。貸与された資料は、業務完了時にすべて返却しな

ければならない。尚、紛失・損傷した場合は弁償を行うこと。 

 

第１１条（業務内容） 

１．計画準備 

本業務に関する契約図書、貸与資料等を十分把握し、業務実施にあたっての技術的方針及び作

業スケジュールを検討し、業務計画書を作成する。 

 

２．現地調査 

2.1 現地調査計画書の作成（池上工区・砂原工区） 

既往調査を踏まえて、具体的な調査内容を記載した現地調査計画書を作成する。また、特別採

捕許可申請等の現地調査の実施に必要な手続きを行う。 

 

2.2 現地調査（池上工区・砂原工区） 

 現地調査項目については下記のとおりとする。（H30 年 環境影響事後評価 報告書より） 



 

 

2.2.1 道路騒音・振動 

1 日 24 時間の道路騒音・振動レベル 

（１）調査時期 

調査時期は、暫定供用時及び全体供用時の騒音の状況を代表すると認められる 1 日 

（２）調査地点 

調査地点は、予測評価を行った地点（調査地点 騒音：6 地点 振動：3 地点） 

 （３）調査手法 

  調査手法は、表 1.1 に示すとおり、環境省告示又は総理府令により定められた方法に基づく

ものとする。 

 

                表 1.1 
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谷尾崎川 

（地下水位） 
・２地点（連続観測） 
・４地点（定期観測） 
（流量） 
・６地点定期観測  
（水質） 
・１地点（飲用水）  

・連続観測 池上、谷尾崎 各１地点 
・定期観測 池上３地点、谷尾崎１地点 
・流量   池上 1 地点、谷尾崎５地点 
・水質   谷尾崎 1 地点 
※池上地区は工事にて水質試験実施とりま

とめのみ 

（地下水位） 
・９地点（連続観測） 
・３地点（定期観測） 
（流量） 
・５地点定期観測  
（水質） 
・３地点（雑用水、農業用水）  

・連続観測 島崎 ９地点 
・定期観測 島崎１地点、花園２地点 
・流量   島崎３地点、花園２地点 
・水質   島崎１地点、花園２地点 
 

今回実施無し 

（池上工区・砂原工区） 

（キュウシュウフクロウ調査） 
・１箇所（供用開始後、実施前） 
（ムササビ調査） 
・１箇所（実施前） 

【調査時期】 
・１月（ムササビの求愛期・交尾期に該当） 
・2 月（キュウシュウフクロウの抱卵期に該当） 
・【調査回数】 
・1 回 

（ムササビ調査） 
・１箇所 

(ゲンジボタル・カワニナ調査) 
・１区間（工事中の環境監視 
調査箇所） 

（アオバズク調査） 
・１箇所（保全対策実施箇所） 



2.2.2 大気質調査 

環境基準が定められた項目及び気象 

自動車の走行に係る二酸化窒素、浮遊粒子状物質とし、併せて風向・風速の測定を実施する。 

（１）調査時期 

調査時期は、暫定供用時及び全体供用時の 4 季、各季 1 週間 

  なお、調査時期に選定にあたっては、年末年始、年度末、GW 及びお盆といった、社会活動 

  が特異となる時期を避けることとする。 

（２）調査地点 

調査地点は、事前調査を行った地点（島崎地区：1 地点） 

（３）調査手法 

  調査手法は、表 1.2 に示すとおり、環境省告示又は気象庁により定められた方法に基づくも

のとする。 

 

              表 1.2 

 

2.2.3 動植物調査 

・池上工区にて実施した動植物環境に配慮した対策の効果 

・今後施工を行う砂原工区にて動植物環境に配慮した対策の検討 

（ムササビ・キュウシュウフクロウのみ） 

2.2.3－1キュウシュウフクロウ調査（池上工区（池上地区）・砂原工区（池上地区）） 

（１）調査時期 

  調査時期は、キュウシュウフクロウの繁殖期のうち、抱卵期にあたる 2 月頃を予定する。 

（２）調査箇所 

 調査箇所は、事業実施前調査により、路線（明かり部）の近傍でキュウシュウフクロウの生

息が確認されている池上地区とする。 

（３）調査手法 

  調査手法は、表 1.4 に示すとおり、定点記録法とする。 



 

                 表 1.4 

 

2.2.3－2ムササビ調査（池上工区（池上地区、谷尾崎地区）・砂原工区（池上地区）） 

（１）調査時期 

  調査時期は、ムササビの繁殖期のうち、求愛・交尾期にあたる 1 月頃を予定する。 

（２）調査箇所 

 調査箇所は、事業実施前調査により、路線（明かり部）の近傍でムササビの生息が確認され

ている池上地区・谷尾崎地区とする。 

（３）調査手法 

  調査手法は、表 1.5 に示すとおり、直接観察法による夜間調査、フィールドサイン法による

昼間調査とする。 

 

                  表 1.5 

2.2.3－3ゲンジボタル・カワニナ調査 

（１）調査時期 

  調査時期は、ゲンジボタルの生活史を踏まえ、成虫の発生時期に該当する 6 月上旬頃を予定

する。 

（２）調査箇所 

 調査箇所は、平成 29 年に地元住民よりゲンジボタルの生息について情報提供のあった谷尾崎

川（谷尾崎地区）を予定する。 



（３）調査手法 

  調査手法は、表 1.6 に示すとおり、工事中の環境調査と同様とする。 

 

                 表 1.6 

2.2.3－4アオバズク調査 

（１）調査時期 

  調査時期は、アオバズクが渡来し、繁殖を開始する 5 月頃を予定する。 

（２）調査箇所 

  調査箇所は、事業実施前調査により、路線（明かり部）の近傍でアオバズクの生息が確認さ

れている花園南地区とする。 

（３）調査手法 

  調査手法は、表 1.7 に示すとおり、定点記録法とする。 

 
                  表 1.7 

2.2.4 地下水調査 

地下水位、湧水量、水質等 

（１）調査時期 

調査時期は、供用後 1 年間とする。 

① 地下水位(連続観測)：供用後に連続観測を実施（1 年間） 

② 地下水位(定期観測)：供用後に月 1 回の頻度で定期観測を実施（計 12 回） 

③ 湧水量（定期観測）：供用後に月 1 回の頻度で定期観測を実施（計 12 回） 

  ④ 水質       ：供用後に豊水期（7 月）、渇水期（1 月）に採水を実施し水質分析を

行う 

（２）調査箇所 

調査箇所は、工事中の環境調査と同様に池上、谷尾崎地区、島崎地区、花園南地区とする。 

調査数量については、表 1.8 に示す数量とする。 



（３）調査手法 

  調査手法は、表 1.9 に示すとおり、工事中の監視調査と同様とする。 

                   

        表 1.8                    表 1.9 

 

2.3-1 現地調査結果とりまとめ（池上工区） 

上記の現地調査結果について、図表等を用いてわかりやすく整理する。 

 池上工区の水質試験については、施工中業者より試験結果を受領しとりまとめのみ行うこと。 

 

2.3-2 現地調査結果とりまとめ（砂原工区） 

  砂原工区の動物調査（ムササビ・キュウシュウフクロウ）結果について、図表等を用いてわ 

かりやすく整理する。 

 

３．事後調査報告書（案）【暫定供用時】の作成（池上工区） 

 平成２９、３０年度に作成した暫定供用時の事後調査報告書（素案）に本業務の現地調査結果

を追加し、暫定供用時の事後調査報告書（案）及び事後調査報告書（案）要約書を作成する。 

 事後調査報告書（案）については、作成途中段階で熊本県環境部局との事前協議を２回行い、

記載内容の調整を行う。 

 

４-１．報告書の作成（池上工区） 

 これまでの調査・検討結果を取りまとめ、報告書を作成する。 

 

４-２．報告書の作成（砂原工区） 

 今回の調査結果を取りまとめ、報告書を作成する。 

 

５．打合せ協議（熊本県環境部局との協議含む） 

 業務を円滑に実施するため、事前協議、中間協議（２回）、最終報告を計４回行う。 

 また、熊本県環境部局との協議を事後調査報告書（案）作成段階で２回実施する。 

 

１）事前協議（計画準備） 

 ２）中間協議（１回目：事後調査報告書（案））    ⇒熊本県環境部局協議（１回目） 

 ３）中間協議（２回目：事後調査報告書（案）修正） ⇒熊本県環境部局協議（２回目） 

池上・谷尾崎地区：4 箇所 

島崎・花園南地区：3 箇所 

豊水期（7 月）、渇水期（1 月）に採水を行う。検査

項目は、計測地点の使用用途により検査を実施す

る。（飲用水、雑用水、農業用水） 

自記水位計を設置し、供用後に地下水位の連

続観測を実施する。 

触針式水位計を用い、供用後に地下水位の定

期観測（月 1 回）を実施する。 

池上・谷尾崎地区：6 箇所 
 
島崎・花園南地区：5 箇所 

谷尾崎地区   ：1 箇所（飲用水） 
 
島崎・花園南地区：3 箇所（雑用水、農業用水） 

容器法により、供用後に流量の定期観測（月

1 回）を実施する。※現地条件に応じて、調

査手法の協議を行うこと。 

池上・谷尾崎地区：2 箇所 
 
島崎・花園南地区：9 箇所 



 ４）最終報告（報告書納品） 

 

６．成果品 

 本業務の成果品として、以下のものを「熊本市都市建設局土木部道路整備課西環状道路推進室」

に納品する。 

（池上工区） 

１）事後調査報告書(案)【Ａ４版】  ３部 

２）事後調査報告書(案) 要約書【Ａ４版】 ３部 

３）報告書【Ａ４版】    ３部 

４）電子データ【ＣＤ－Ｒ】   ２部 

（砂原工区） 

 １）報告書【Ａ４版】             ３部 

 ２）電子データ【ＣＤ－Ｒ】          ２部 

 

第１２条（議事録） 

本業務についての打合せ及び協議事項は、その都度議事録を作成し提出するものとする。 

 

第１３条（土地の立入り等） 

受注者は、屋外で行う業務を実施するため国有地、公有地又は私有地に立入る場合には、発注

者及び関係機関等と十分な協議を保ち業務が円滑に進捗するよう努めなければならない。尚、や

むを得ない理由により現地の立入りが不可能となった場合には、ただちに報告し指示を受けなけ

ればならない。 

 受注者は、第三者の土地への立入りにあたっては、必要に応じ甲より身分証明書の交付を受け、

現地立入りに際しては、これを常に携帯しなければならない。 

 

第１４条（電子納品） 

１)本業務は、電子納品の対象業務とする。電子納品とは、調査・設計・工事などの各段階の最終

成果を電子データで納品することをいう。ここでいう電子データとは、国土交通省の定めた電子

納品要領及び関連基準（以下「要領・基準類」という。）に示されたファイルフォーマットに基づ

いて作成されたものを指す。 

２)電子納品成果品の作成は、要領・基準類及び熊本市電子納品運用ガイドライン（案）（土木編）

に基づいて作成することとする。 

３)電子納品成果品の提出は、上記に基づいて作成した電子データを電子媒体（CD-R・DVD-R） で

2 部、印刷製本した成果品を 3 部提出する。なお、電子納品の対象外とした書類は、紙媒体によ

り 2 部とする。 

４)成果品の提出の際には、「熊本市電子納品チェックソフト」によるチェックを行い、エラーが

ないことを確認した後、ウィルス対策を実施したうえで提出すること。 

 

 



第１５条（訂正） 

 業務終了後といえども、成果に誤りがあった場合は、受託者の責任を持って直ちに訂正しなけ

ればならない。 

 

第１６条（週報） 

 毎週月曜日に先週の作業報告をまとめた成果及び今週の作業予定を記した週報を提出しなけれ

ばならない。週報の提出方法についてはメールを基本とする。 

 

第１７条（ウィークリースタンス） 

 本業務は、ウィークリースタンスの対象であるため、「設計業務等におけるウィークリースタン

ス実施要領」に基づき、委託者、受託者の協力のもと取組むものとする。 

 

第１８条（検査） 

 受託者は成果品の引き渡しに当たっては期限を遵守し、かつ検査員の検査を受け入れなければ

ならない。また、成果品の引き渡し後において、受託者の責任に帰すべき誤りが発見された場合

は受託者の負担において所要の訂正、又は修正を行うこと。 

 

第１９条（履行期間について） 

 履行期間については、契約日から令和９年（２０２７年）３月３１日までとしているが、熊本

市議会令和９年（２０２７年）第一回定例会において、繰越承認を得たうえで適正期間に変更す

る。（適正期間：契約日から令和９年（２０２７年）１０月２５日まで） 

  



 


